













































サンドウィッチ」（Double Irish with a Dutch 
Sandwich）と呼ばれる逃税スキームを開発・活
用していた（菊谷〔2016b〕156 ～ 157 頁）。米
国議会上院の報告書によれば、アップル社は
2009 年～ 2012 年に 740 億ドル（おおよそ 7 兆
6,000 億円）の海外利益を低税率国のアイルラ
ンドに利益移転し、課税逃れを行ったと報道さ



















Erosion and Profit Shifting：以下、BEPS と略す）
のプロジェクトが 2012 年 6 月に設置された。
〔論　文〕










1 年後の 2013 年 6 月に英国・ロックアーン




するための 15 の行動計画から成る「BEPS 行
動計画」（Action Plan on BEPS）が公表され、





を目指す「BEPS 行動計画」は、9 月の G20 サミッ
トで全面的に支持されている。その成果として、
2014 年 9 月に「第 1 弾報告書」が公表され、
2015 年 9 月には「2015 年 BEPS 最終報告書」
（BEPS 2015 Final Report：以下、「BEPS 報告書」
という）が取りまとめられた。この最終報告書























応（Addressing the Tax  Challenges of the 
Digital Economy）
「行動計画 2」ハイブリッド・ミスマッチ取極
めの効果の無効化（Neutralising the Effects of 
Hybrid Mismatch Arrangements）
「行動計画 3」効果的な非支配外国法人税制の








Harmful Tax Practices More Effectively, Taking 
into Account Transparency and Substance）
「行動計画 6」 不適切な状況下における租税条約
の濫用防止（Preventing the Granting of Treaty 
Benefits in Inappropriate Circumstances）
「行動計画 7」恒久的施設認定の人為的回避の
防止（Preventing the Artificial Avoidance of 
Permanent Establishment Status）
「行動計画 8 ～ 10」価値創造を伴う成果に対す
る移転価格設定の調整（Aligning Transfer 
Pricing Outcomes with Value Creation）
「行動計画 11」 BEPS データの測定とモニタリ




告（Transfer Pricing Documentation and 
Country-by-Country Reporting）
「行動計画 14」紛争解決の効果的手法（Making 
Dispute Resolution Mechanisms More Effective）
「行動計画 15」二国間租税条約を多数国間協定
に改変する展開（Developing  a Multilateral 
Instrument to Modify Bilateral Tax Treaties）
この「BEPS 報告書」の公表を受けて OECD
加盟国は、多国籍企業の国際的租税回避防止・
2　　OECD 公表の BEPS 行動計画 4「利子控除・その他の金融支払いに係わる税源浸食の制限」
国際課税の強化を実現するために、国内税法の
見直しを進めている。トリティー・ショッピン
















































































































































または免除所得・繰延所得（exempt or deferred 
income）を得る資金調達を行うために、関連者・


































































































































































































6　　OECD 公表の BEPS 行動計画 4「利子控除・その他の金融支払いに係わる税源浸食の制限」
用限度額と事業体の現実の純利子費用


















































/ EBITDA 比率」を 15％と設定した場合の利子
費用否認の金額の計算例として、表 1 が示され
ている（「行動計画 4」para.242）。
表 1　固定比率ルール（純第三者利子 / EBITDA 比率：15％）
諸　　　項　　　目
単　体　課　税 グループ課税
A₁社 A₂社 合計 A₁社 +A₂社
固定比率ルール適用前課税所得 70 10 80 80
+ 純利子費用 +10 +50 +60 +60
+ 減価償却・償却 +20 +40 +60 +60
＝租税上の EBITDA ＝ 100 ＝ 100 ＝ 200 ＝ 200
×ベンチマーク固定比率 × 15％ × 15％ ― × 15％
＝控除限度額 ＝ 15 ＝ 15 ― ＝ 30
























































































8　　OECD 公表の BEPS 行動計画 4「利子控除・その他の金融支払いに係わる税源浸食の制限」
まり、「グループ比率ルール」では、企業グルー






























繰越しまたは繰戻し（carry forward or carry 
back）が容認されるべきであろう。国としては、
次のような税務処理の規定が選択されるかもし















































租税特別措置法第 66 条の 5 の 2 第 1 項にお




































10　　OECD 公表の BEPS 行動計画 4「利子控除・その他の金融支払いに係わる税源浸食の制限」




ケース 2： 所得金額 1,000、減価償却費等 500、
関連者純支払利子等 2,000
　 費用否認額：2,000 －（1,000+500+2,000）×
50％＝ 250　　　∴ 250 否認
ケース 3： 所得金額△ 1,000、減価償却費等
500、関連者純支払利子等 2,000
　 費用否認額：2,000 －（△ 1,000+500+2,000） 


























































































さらに、租税特別措置法第 66 条の 5 の 3 第
1 項の規定により、各事業年度開始の日前 7 年
以内に開始した事業年度において、「関連者等
に係る支払利子等の損金不算入制度」（措法 66





































































されない（措法 66 の 5 の 2 ⑦、措令 39 の 13 ⑰）。




税制」は適用されない（措法 66 の 5 ④・⑩、





















































13 億 5,000 万円）の法人税しか支払わなかっ
たので、2012 年に大規模な不買運動が起こ
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